
登 記 簿

登 記 簿

　１　許可番号　　　　　号（平成　　年　　月　　日）

仮換地指定　　　（　未・済　）　　　年　　月　　日　　　　　号

換地処分の公告（予定・済）　　　　　S41年4月30日

清算金 　有　・　無　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

換地（予定）期日
土
地
区
画
整
理
法

名称　有　・　無　・　施行中計画
福井都市計画事業 戦災復興土地区

画整理事業

（備　考）昭和36年8月5日換地処分登記（従前の土地：福井市花月新町290番1外）

土地区画整理事業

福井市花月3-12-

面　　　　　積 169.00㎡ 実測面積は、
（確定測量図・丈量図・現況測量図・用地
実測図）
に基づく現　　況

（備考）

実　　測

地　　　　　目

有（１　計画決定　　２　事業決定　　名称　　　　　　　　　幅員　　ｍ）　　　

都市計画区域（内・外）

都
　
　
市
　
　
計
　
　
画
　
　
法

　２　完了公告　　　　　号（平成　　年　　月　　日）

　許可等の種類

　１　市街化区域　　２　市街化調整区域　　３　非線引区域　　４　準都市計画区域

　５　その他

開発許可等 有 ・ 無

無

物 件 調 書

宅地

（１）都市計画法・土地区画整理法に基づく制限

法令に基づく制限概要

（制限の概要）

都市計画道路

宅地

169.85㎡

福井市花月3丁目1217番1

福井-1

所 在 地

住 居 表 示
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指定建ぺい率は60％、準防火地域内の角地のため

20％を加算（ただし、耐火または準耐火建築物等の場合）

　　有　　・　　無

（２）建築基準法に基づく制限

建物の高さの制限

（制限の概要）

建築協定

地
域
・
地
区
・
街
区

80%

延床面積の限度
（容積率制限）

外壁後退・壁面線の制限 　　有　　・　　無

特別・用途・地区

１　道路斜線制限　　２　隣地斜線制限　　３　北側斜線制限
４　絶対高さ　１０ｍ・１２ｍ
５　日影による中高層の建築物の制限（　　　種）

ただし接面道路の幅員により左記容積率がさらに下記のとおり制限されます。

　　有　　・　　無

容積率＝〔道路幅員〕　　　　　ｍ×　　　／10×100％

１　防火地域　　２　準防火地域　　３　高度地区　　４　高度利用地区　　５　特定街区

６　景観地区　　７　風致地区　　８　災害危険区域　　９　地区計画区域

１０　高層住居地区　　１１　都市再生特別地区　　　１２　特別用途地区

１３　特定用途制限地域　１４　その他（　　　　　　　　　　）

建築面積の限度
（建ぺい率制限）

用
途
地
域

（制限の概要）

１ 第一種低層住居専用地域　　２ 第二種低層住居専用地域

３ 第一種中高層住居専用地域　　４ 第二種中高層住居専用地域　 ５ 第一種住居地域

６ 第二種住居地域　　７ 準住居地域   ８ 近隣商業地域 　 ９ 商業地域

10 準工業地域　　11 工業地域 　12　工業専用地域　13　用途地域の指定なし

私道の変更または廃止の制限

200%

（備考）
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８　　土地区画整理法

５３　航空法（自衛隊法
　　　において準用する
　　　場合を含む。）

５４　国土利用計画法

５６　廃棄物の処理及び
　　　清掃に関する法律

３０　都市公園法
４５　土砂災害防止対策
　　　推進法

４２　砂防法２５　公有地拡大推進法

２６　農地法

２７　宅地造成等規制法

５７　土壌汚染対策法

その他
（　　　　　　　）
（　　　　　　　）

５２　文化財保護法

４３　地すべり等防止法

４４　急傾斜地法

４８　道路法

３９ 特定都市河川浸水被
害
　　　対策法

１６　近畿圏の近郊整備区域及び
　　　都市開発区域の整備及び開
　　　発に関する法律

３８　河川法

４６　森林法３１　自然公園法

３３　近畿圏の保全区域の
整備に関する法律

２３　港湾法

５０　全国新幹線鉄道整
　　　備法

１８　都市再開発法

２２　地域における歴史的風致の
　　　維持及び向上に関する法律

（制限の概要）

１０　地方拠点都市地域整備及び
　　　産業業務施設再配置の促進
　　　に関する法律

１４　旧市街地改造法（旧防災建
　　　築街区造成法において準用
　　　する場合に限る）

５１　土地収用法

（３）その他の法令に基づく制限

※数字は、宅地建物取引業法施行令第３条１項各号に掲げる法令それぞれの各号の番号です。

２４　住宅地区改良法 ４０　海岸法７　　景観法

５８　高齢者、障がい者
　　等の移動等の円滑化
　　の促進に関する法律
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東 側 番 5.9 ｍ 14 ｍ

北 側 番 6 ｍ 7.1 ｍ

側 番 ｍ ｍ

側 番 ｍ ｍ

(１)

(２)

(３)

(４)

2

3

4

ｍ ｍ

道路位置指定道路

建築基準法第３章が適用されるに至った際、現に存在する道

道路法、都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、新都市基盤整備法、
大都市地域における住宅地等の供給の促進に関する法律による新設変更の
事業計画のある道路で２年以内にその事業が執行される予定のものとして
特定行政庁が指定したもの

1

道路法による道路

公道・私道

接
　
面
　
道
　
路

公・私道の別

公道・私道

道路境界線後退（セットバック）
による建築確認対象面積の減少

１（１）

昭和・平成　　年　　月　　日　第　　　　　　　号

　　　有　・　無法４３条１項但書の適用

　　　有　・　無

　　有　・　無　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

上記１～３に該当しない道路（建築確認不可）

都市計画法、土地区画整理法、旧住宅地造成事業法、都市再開発法、
新都市基盤整備法、大都市地域における住宅地等の促進に関する法律による道路

公道・私道

１（１）

公道・私道

私道の変更又は廃止の制限

路地状部分の長さ 路地状部分の幅員

（セットバックの内容）

建築物の建築の可否

（　可　・　否　）

（法45条による制限があります）

敷地と道路との関係（概略図）

幅員（ｍ）

敷地と道路との関係

上記１（３）に該当する道路のうち、幅員が４ｍ未満のもので特定行政庁
が指定したもの　　　　　　　　　　　　　　　　（法４２条２項道路）

接道方向

※法：建築基準法

接道長さ（ｍ）道路の種類（下記）

路地状敷地（敷地延長）の制限

道
路
の
種
類

土地を建築物の敷地として利用するため上記１の法によらないで道を築造
しようとする者が特定行政庁から指定を受けたもの（位置指定道路）
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㎡ （持分　　／　　）

円

㎡

℡　0776-20-5632

引込可

前面道路に本管あり
東側：DCIP 50mm(引込管20mm)
北側：DCIP 100mm
閉栓中
加入金支払い済み

氏　　名

事業所名施設整備状況配管等の状況

上水道

北陸電力送配電
サービス課

℡　0776-25-8731

私道負担等の有無 　有　・　無

１　対象不動産に含まれる私道に関する負担等の内容

負担面積

２　対象不動産に含まれない私道に関する事項

接面道路配管

有・無

接面道路配管

供給処理施設の概要

私道負担等に関する事項

接面道路配線 有・無電気

都市ガス

前面道路に本管あり
東側：HP・400mm(取付管
150mm)
北側：CP・250mm
宅内下水桝撤去済み
受益者負担金支払い済み

接面道路配管

負担金

建築基準法42条２項等により後退（セットバック）する部分の面積

（備考）

住　　所
所有名義人

有・無

有・無下水道

福井市上下水道局
上下水道サービス課

前面道路に本管あり
東側：PE・50mm
北側：鋳鉄管・100mm
対象地内にPE管30mmが引き込
まれていたが撤去済み

℡　0776-20-5632

℡　0776-43-1421

（備考）

福井市上下水道局
上下水道サービス課

福井都市ガス株式会社
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ハピラインふくい 線 駅

北西 方 約 2.1 ㎞・ 徒歩約 26 分

線 駅

南西 方 約 750 ㎞・ 徒歩約 10 分

京福バス

南東 方 約 220 ｍ・ 徒歩約 3 分

市役所

支所

役場

小学校 物件の 西 方 約 0.6 ㎞

中学校 物件の 南西方 約 1.4 ㎞

鉄 道

湊新町

小 学 校

その他

湊

停留所

物件の　南東　方　約　　1.7　km

交 通 機 関

市町役場

公 共 施 設

中 学 校

福井

えちぜん 鉄道

バ ス

　確認が必要である。

交通機関および公共施設の状況

福井

　臭気発生や景観を損なう恐れがある。

・対象地の南側及び西側隣接地にブロック塀基礎の一部が越境している。

参
考
事
項

　移設は物理的には簡易であるが、自治体の同意等の手続きが必要である。

光陽

※　物件調書は、入札参加者等が物件の概要を把握するための参考資料です。
　　 （制限等の内容についても、概要のみの記載となります。）
　　入札参加、買受申込みの際には、必ずご自身の責任において現地および諸規制についての
　　調査、確認を行ってください。

・供給処理施設の詳細については、福井市上下水道局上下水道サービス課や福井都市ガス株式会社に

・地下埋設物調査、地盤調査、土壌汚染調査及び電波障害調査は行なっていません。

・現況での売却となります。

・敷地北東側市道上に自治会所有のゴミステーションが設置されており、

発見しても、福井県はその責任を負いません。

＊契約後に売買物件が種類、品質または数量に関して契約の内容に適合しないものであることを

・建物基礎杭が残存する可能性はあります。

三国芦原 福大前西福井
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